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研究成果の概要（和文）：本研究は3つの研究を行った。研究1では喪失体験を抱えた子どもに対する教師のとまどいを
明らかにするため面接およびアンケート調査を行った。その結果、教師は遺族の心情を理解することや、周囲の子ども
への指導について難しく感じていたことがわかった。研究2では、学校臨床に携わる専門家79名を対象としたデルファ
イ法による3回の調査を行った。第1回調査で合意の基準に達した項目は95.3％で、すべての項目が第3回調査までに合
意の基準に達した。研究3では、小中学校教師322名を対象として、研究2の対応項目について自信があるかについて尋
ねた。その結果、自信がないと答えた教師の割合が25%を超えたのは2項目であった。

研究成果の概要（英文）：In Study 1, to clarify the confusion and corresponding circumstances for children 
and classes that had a loss experience. This research indicated the difficulties teachers had in 
understanding the feelings of the bereaved families, such as children and parents, as well as 
difficulties providing leadership to the other children. In Study 2, three investigations using the 
Delphi method, which targets 79 professionals were conducted. Results indicated an item agreement of 
95.3% with the first survey. Three items that did not meet the standards of agreement were modified based 
on the comments of the subjects. All of the items in the third survey were clear. In Study 3, the items 
obtained in Study 2 were implemented in a questionnaire administered to 322 elementary and junior high 
school teachers, asking about their degree of agreement with the corresponding circumstances. Results 
indicate that more than 25% of teachers responded that there was no self-confidence on two items.

研究分野： 学校臨床心理学

キーワード： 喪失体験　子ども　学校
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
自殺者が年間 3 万人を超える状態が続く

など、大切な家族や友人を失った体験を抱
えている子どもは少なくない。こうした自
殺や、事件・事故、災害によって、大切な
人を失う喪失体験は「喪失反応」を引き起
こす。喪失反応は、抑うつ、不安だけでな
く、免疫や内分泌の低下など、心や体に大
きな影響を与える。また子どもであっても、
「大切な人を救えなかった」という自責の
念（サバイバーズ・ギルト）など、様々な
心理的苦痛を抱えながら生活していくこと
を強いられる。しかし、平成 22 年 7月に出
された文部科学省の資料「子どもの心のケ
アのために」では、心的外傷後ストレス障
害（PTSD）への対応は記載されているもの
の、子どもの喪失反応や学校での対応方法
に関しては述べられていない。つまり、大
切な人を亡くした子どもへの支援について
は、国レベルでも支援内容の指針が出てお
らず、学校現場で経験的に行われているの
が実情なのである。自殺、事件事故、災害
が多い社会状況をふまえると、喪失体験を
抱えた子どもたちへの支援も緊急の課題で
あると言える。 
大切な人の死を経験した子どもに対して

は、その子ども本人（「個」）のケアはもち
ろんのこと、その子どもを支える環境作り
も重要である。つまり、担任教師が他の子
どもたちを含めたクラス（「集団」）経営を
適切に行っていくことと、子ども本人への
（「個」）のケアが、両輪のように、適切に
進められていくことが必要なのである。こ
のことからも、大切な人を失った子ども
（「個」）本人への支援だけでなく、クラス
（「集団」）の支援も含めた、学校での支援
内容や方法について検討される必要がある。 
 
２．研究の目的 
本研究では、自殺や災害などにより、大切

な人を失った子どもを「学校」で支えるた
めの支援内容と方法を開発、提言するため
に、以下の目的を設定した。 
＜目的 1＞喪失体験を抱えた子ども（「個」）
やクラス（「集団」）に対する教師のとまど
いを明らかにした。 
＜目的 2＞科学的知識が不足しているとき
に専門家の意見や経験を集約するデルファ
イ法を用いて、大切な人を亡くした子ども
に対する教師の対応について、学校臨床に
携わった経験のある専門家の意見を集約し、
ケースに共通して必要かつ重要だと考える

教師の対応方法を見出すことを目的とした。 
＜目的 3＞目的 2 で得られた適切な子ども
への対応について、教師がどれだけ自信を
もって対応できるかを明らかにした。 
 
これらの成果をまとめて、「大切な人を亡く
した子どもへの教師の対応ハンドブック」を
作成し、教師に成果を還元した。 
 
３．研究の方法 
＜研究 1＞ 
 喪失体験を抱えた子どもやクラスに対す
る教師のとまどいや対応の実情を明らかに
するため、面接調査およびアンケート調査を
行った。面接調査では、実際に大切な人を亡
くした子どもに対応した教師が対応上で感
じた不安や難しさはどの点にあるのかを明
らかにした。さらに小・中・高校教師等を対
象としたアンケート調査を行った。調査では、
家族やクラスメイトを亡くす体験をした子
どものその死別理由、そしてその子と接して
いて、感じたこと、難しかったこと、苦慮し
た点について自由に記述してもらった。 
＜研究 2＞ 
①対象者 
対象者は、①スクールカウンセラー、都道

府県・市町の教育センターの心理職、生徒指
導・教育相談に関わる指導主事など、学校の
教育相談に関わった経験が 3年以上あり（経
験者を含み、臨床心理士などの資格は問わな
い）、かつ②児童生徒が、災害、自死、事故、
犯罪、病死などの理由で、大切な人（主に家
族）を亡くす体験をしたケースの経験がある、
③インターネットを使用できるパソコン環
境がある、といった 3つの条件を満たす人と
した。調査協力の同意が得られた対象者に対
して、インターネット調査の URL が入ったメ
ールを送信し回答を求めた。 
②調査内容 
研究 1 で明らかにした 65 項目を用いた。

質問内容は、大きく４つのカテゴリーに分か
れ、「（どのケースでも共通していると考えら
れる）基本の対応」、「大切な人を亡くした子
ども本人への対応」、「学級での対応（周囲へ
の対応）」、そして「教師自身」であった。回
答では、それぞれの項目の文章に同意する
（あるいは同意しない）程度を表す数字（「ま
ったく同意できない(0)」から、「完全に同意
する(9)」にチェックを入れてもらった。ま
た、各項目について意見や考えがある場合に
は、任意で自由に記述する欄を設けた。調査
の回答時間は約 20～30 分であった。合意の



基準は、成澤ら（2013）にならい、70%以上
の回答者が 7点以上と回答し、かつ、平均点
が 7点以上の項目とした。 
＜研究 3＞ 
小中学校教師を対象としてアンケート調

査を行った。調査は、研究 2で同意が得られ
た 65 項目を用いており、それぞれの項目に
ついて「非常に自信がある(5)」から「まっ
たく自信がない(1)」の 5 件法で回答を求め
た。 
 
４．研究成果 
(1)研究1 
①面接調査 
 対象者は教職歴15～38年の小中学校教師5
名であった。面接により得られたインタビュ
ーデータをM-GTAを用いて解析した。その結果、
39個の概念を生成し、さらに概念＜子どもの
気持ちを理解することの難しさ＞を中心に、
対応や教師の考え、支えるものなどに注目し
て17個の≪カテゴリー≫が見いだされ、そし
て9個の【カテゴリー・グループ】にまとめら
れた。これらのプロセスを基にモデル図を作
成した。子どもへの対応や保護者の対応に関
して、難しさの中核にあるのが【遺族の心情
を理解することの難しさ】であることがわか
った。 
②アンケート調査 
教師を対象としたアンケート調査を行っ

たところ、小・中・高校教師等 195 名から回
答が得られた。大切な人を亡くした子どもに
かかわった経験のある教師は 62.6%であり、
教師の属性ごとに喪失対応経験の有無でχ2

検定を行ったところ、教職経験において有意
な差が認められ、経験 1～5 年で「無」が少
なく、11～20 年で「有」が多いことがわかっ
た。教職経験が長くなれば、子どもの死別体
験に関わる機会が増えるのは当然と言える。
さらに、死別体験の原因で最も多かったのが
病気、次いで自殺となった。学校種別と原因
でクロス集計し正確確率検定を行ったとこ
ろ、病気で有意な差が認められ、小学校で病
気による死別が多かったことがわかった。 
次に、対応した経験がある教師のデータの

みを対象とし自由記述の解析を行ったとこ
ろ、211 の回答が得られた。それを 2 名によ
る KJ 法を行い 44 のカテゴリーが得られた。
回答が多かったカテゴリーは、「（大切な人を
亡くした）子どもへの具体的な声のかけ方」
9.0%、「子どもの不安定な気持ち」7.1%、「対
応への後悔」5.2%、「周りの子どもへの支援」
4.7%となった。死別体験を経験した子どもへ

の対応だけでなく、周囲の子どもにもどう指
導したらよいか難しかったことがあげられ
た。また「うまく対応できなかった」という
教師の後悔もあげられていた。さらに、この
44 のカテゴリーを『難しさ』『対応』『子ども
の様子』のカテゴリーグループに分け、教職
年数を独立変数、3 つのカテゴリーグループ
を従属変数とした 1 要因分散分析を行った。
その結果、『対応』において有意な差が認め
られ、経験 1～5 年の教師よりも、経験 11～
20 年の教師の方がより多くの対応について
述べていた。難しさや子どもの様子について
は、教職経験による差は認められなかった。
教職経験が浅い教師に対して、対応をどのよ
うに行うとよいか具体的に支援する必要が
あると言える。 
 
(2)研究2 
①回答者の属性と回答率 
第 1 回調査では、調査用 URL を 81 名に送

信し、79 名から回答を得た（回答率 97.5%）。 
回答者の属性は、性別は、男性26名（32.9%）、

女性 53名（67.1%）、年代は 20代 3名（3.8%)、
30 代 29 名（36.7%）、40 代 26 名（32.9%)、
50 代 13 名（16.5%）、60代以上 8名（10.1%）
であった。職種は、スクールカウンセラーが
55 名（69.6%）、指導主事 8名（10.1%）、教育
センターの相談員 13 名（16.5%）、その他 3
名（3.8%）であった。臨床経験は、6～10 年
が最も多く 28 名（35.4%）、資格の種類は、
臨床心理士が最も多く 58 名（73.4%）であっ
た（複数の資格を有する人は含めず）。死別
体験に関するケース数は、1ケースから 60 ケ
ースまでの範囲で分布し、平均は 5.8 ケース
であった。第 2回調査では、調査用 URL を 79
名に送信し、77 名から回答を得た（回答率
97.5%）。第 3 回は、77 名に送信し、75 名か
ら再度、回答を得た（回答率 97.4%）。 
②合意に達した項目 
合意の基準に達した項目は62項目となり、

第1回調査で基準を満たした項目は95.3％と
なった。一方で、合意の基準に達していなか
った3項目は、「子どもが話をしてきた場合、
教師側が知りたい事を知るために質問する
ことは避ける(平均 6.6)」、「学級で役割を与
えて、孤独感を感じさせないようにする（平
均値 6.8）」、「悲しみを表現させる機会を個別
に設ける（平均値 6.4）」であった。 
2 回目の調査で合意の基準に達した項目は

64 項目となり、合意の基準に達していなかっ
た項目は 1 項目と減少した（第 1 回調査は 3
項目であった）。合意に達しなかった項目は、



「子どもが話をしてきた場合、教師側が知り
たい事を知るために質問することは避ける」
であった。この項目は、第 1 回調査（小林
ら,2014）では平均値が 6.6 で、第 2回は 6.96
であった。この対応には、第 2回調査で自由
記述にて回答者から多くの意見があげられ、
かつ評価も分かれた。自由記述のコメントに
は、「最小限に留めるのがいいと思います。
いいのは、①言葉が足りない子への理解を深
め共感してあげるため ②その子を支援す
るために必要な事柄」、「教師側が知りたいと
いうときに，目的が分かれると思う。教師自
身が知りたいのか，子どもの支援のために必
要な情報を聞くのかという視点があると思
います。」といったものがあげられた。こう
した回答者からのコメントを受けて、教師が
子どもに質問するとしたら、どのような目的
で、どのような配慮が必要か、を対応に具体
的に加筆した。その結果、第 3回調査の項目
は、「教師側が知りたい事を知るために質問
することは最小限にとどめる。子どもに質問
する場合には、それが“子どもを支援するた
めに最低限に必要な情報”であり、さらに“言
葉が足りない子への理解を深め、共感するた
め”、といった点に配慮する必要がある。ま
た、無理に質問に答えなくてもいいように伝
えておくことや、子どもの表情等にも気を配
って質問することも大切である。（子どもに
質問する前に、教師自身が知りたいことなの
か，子どもの支援のために必要な情報なのか、
という視点で考える）」とした。その項目を
対象者に再度評価してもらったところ、第 3
回調査の平均は 7.68 に上昇し、基準をクリ
アすることができた。 
以上の結果から、専門家であっても、大切

な人を亡くした子どもに対して教師が質問
することについては評価が大きく分かれた。
第 3回調査でも「議論が多いこと自体、この
やり取りの複雑さを表しているかもしれな
い」と回答者からのコメントがあった。多様
なコメントが出るということは、スクールカ
ウンセラーにより、大切な人を亡くした子ど
もにどのように対応すればよいか、教師への
アドバイスが異なる可能性も考えらえる。実
際の場面では、スクールカウンセラーなどの
専門家が、教師個人の特性、教師と子どもの
関係、子どもの状況など様々な状況により判
断しなければならず、教師へのコンサルテー
ションを行う際には非常に注意して進めな
くてはいけない点であると言えよう。 
(3)研究 3 
 教師を対象としたアンケート調査を行っ

たところ、小・中・高校教師等 322 名から回
答が得られた。「全く自信がない」「あまり
自信がない」と答えた割合が回答者の 25%を
超えた項目は、「命日など節目のタイミング
では、子どもに様々な反応が現れる可能性が
ある。そのため、どのような反応が現れる可
能性があるかを教職員で共有し体制を整え、
子どもの見守りを特に丁寧に行う。」（28.7%）、
「保護者の状況に応じて、スクールカウンセ
ラーや専門機関といった相談窓口に関する
情報を保護者に対して提供する。」(25.1%)
であった。一方で、「少し自信がある」「非
常に自信がある」と答えた教師の割合が多か
った項目は、「死別体験については、子ども
が話したくなるタイミングまで無理に聞き
出そうとしない。」（84.5%）「「何かあっ
たら遠慮しないで先生のところにおいで」
「話したくなったら、先生たちが話を聴く
よ」と声をかけておく。」（80.5%）であっ
た。 
(4)成果のアウトプット 
研究 1 から研究 3 までの成果に基づいて、

「学校における大切な人を亡くした子ども
への教師の対応ハンドブック」を作成した。
そのハンドブックを、静岡県、熊本県、大分
県の小中学校、高校、特別支援学校に配布し、
研究成果を還元した。」 
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